
別記
第 1号様式 (第11条、第13条、第14条関係) ?/

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 ぐこ愛) ・変動

京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町
488番 地

京都市長

特定事菜者の

主たる業種 地方自治体 :京都市役所 (交通局`上 下水道局を除く)

該当する事業
者要件

影 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当喜案者

して1.500キロリットル以上))

(大規模 エネルギー便用軍莞者 く原ねに決算

r 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又

マ

はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭素に換賀して3000トン以上))

計 画 期 間 平成 17 年  4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 本市は,平 成17年 2月 16日 に発効した京都議定書誕生の都市として,市 民,事 業者等の参加と協働によ
り,環 境共生型都市の実現に向け,環 境をあらゆる政策の基本として取り組み,以 下のことを目的として温
室効果ガス削減を図ります。
①市内有数の大規模事業者として, 自らの事務及び事業に伴う温宣効果ガス排出量の削減に努め,本 市の目
指す削減目標及び我が国に課せられた削減目標の達成につなげます。
②率先した取組を進め,公 表することにより,市 民,事 業者の参加と協働による取組の推進を図ります。
③事業者としての取組を推進することにより,本 市職員の地球温暖化問題に対する関心を向上させj全 庁を
挙げた地球温暖化対策の推進を図ります。

推 進 体 制 京都市地球温暖化対策推進本部のもと,率 先実行検討部会,環 境管理実行部門で構成する。
なお,環 境管理実行部門は各局,区 役所 ・支所等ごとに設置し,局 等実行責任者,局 等事務局,職 場実行責
任者,職 場実行副責任者で構成する。

年度ことの具
体的な取組及
び措置

17～ 19 事務系部門
事務系都Fヨでは 電 気 都市ガス ガ ソリンなどのエネルギー便用量を滅らし,正 三効果ガス排出量を
3%削 滅する。

17～ 19 事業系部P5
廃案物処理事業ては,ご みの茨量 リ サイクルを進め 温 宣効果ガス排出量を17 6%朗 滅する。
市場運営事業では 食 品の安全 安 心の確保を四りながら エ ネルギーなどの使用削減に努め 置 宣効
果ガス排出量を0 6%削 減する。

17ヽ 19 市民サービス系部門

市民サービス系部門では, サービスの向上等により温宣幼具ガス排出重の増加が見込まれる。病院事業に
おいては,医 震サーピスの低下を招かない毎配でエネルギーの使用剤演に努め 温 宣効果ガス排出量を
0 0%削 成する。また 教 育関係 砕枚 田 )事業では 学 校合房化などにより こ 宣効果ガス排出逮
が増加する見込みですが 可 能な限り温宣効果ガス排出削減に多める。

温至効果ガス

の排出量等 排出区分
基準午反 (笑頼 ,

(16 )年 度

C酸 化炭章浜算 (t))

日凛年度 (計回,
(19)年 度

(二酸化炭素換算 (t)) 咋鉤∽A事 業所等,F出区分 73.797 t 70 653 t -43 %

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他排出区分 191.632 t 159 252  t -169%

排出合計 Ⅲ1             265,429  t Ⅲ2            229、 905 t ‐134%

その他の地球
温暖化対策に

よる温室効果
ガスの削減量

等

対策等の区分
目棟年度 (計画)

l■L員 ■ (二酸化炭素換算 くt

森林の保全及び整備 〈整確面積) 〈吸収工) t

府内産の木材の利用 (利用工) m, て削減■) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売電ユ) (Hl茂逮) t

(熱供給0 (削演■) t

グリーン電力の購入 〈購入SI) (削減工) t

削減量等合計 t

差引"F出量

〈排出合計―削減等合計)

基準年度 (実績) 目棟年度 〔計画) 削減率 (計画)

*1           265429  t 〔=D‐〔=31        229,905  t - 1 3 4 %

特 記 事 項 クリーンセンターでは,省 資源`代 替エネルギーの確保が求められている中 廃 棄物発電による間接的な温室効果
ガスの排出抑制を目指しており 計 画期間中に発電量を約21%(約 3 6万 kwh.二 酸化炭素約 1 4万 トン相
当)増 加させる。
平成 16年 度発電量 1761 582千 kwh(二 酸化炭素66 748ト ン相当)
平成 19年 度発電量2131 004千 kwh(二 酸化炭素80 527ト ン相当)
市役所本庁舎及び消防庁舎では,ゼ ロ エ ミッションを推進し ご みの分別を徳庭し, リサイクル率を95%以 上
にする。


